
 
 

令和５年度普通交付税等の決定について（市町分） 

令和５年(2023 年)７月２８日 

山 口 県 総 合 企 画 部 市 町 課 

１ 普通交付税                                 

○ 交付決定額は、前年度比▲1.0％（▲12 億 8,100 万円）の 1,285 億円となっ
た（平成３０年度以来の減少）。 

 
○ 減少の要因は、基準財政収入額の増加（＋81 億 1,900 万円）が、基準財政需
要額の増加（＋67 億 2,400 万円）を上回ったことによる。  

〇 １６年連続で全ての市町が交付団体となった。 
 

（1）交付決定額 
  （単位 百万円、％）  

区 分 
令 和 

５年度 

令 和 

４年度 
増減額 伸 率 

<参考> 
全国市町村分 

伸率 

市 115,113 114,792 ＋321 ＋0.3   

+2.3 町 13,388 14,990 ▲1,603 ▲10.7   

合 計 128,500 129,782 ▲1,281 ▲1.0 

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、表内計算数値と一致しない場合がある。以下同じ。 
 

（2）基準財政需要額及び基準財政収入額の状況  

◇ 基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額を除く） 

単位費用の見直しにより、高齢者保健福祉費、包括算定経費等が増加するととも

に、普通交付税から臨時財政対策債への振替が減少したため、全体では前年度比

2.2％の増加 
 

◇ 基準財政収入額 

市町村民税(所得割・法人税割）や固定資産税等の増が見込まれ、全体では前年

度比 4.6％の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）基準財政需要額の上段( )は、臨時財政対策債発行可能額を加えた場合の伸び率 

 

 

《対前年度比の増減率》 （単位 ％） 

区 分 
基準財政需要額 基準財政収入額 

山口県 全 国 山口県 全 国 

市 
 （＋0.9） 

＋2.3 
 

 

＋3.7 
 

町 
（+0.2） 

＋1.0 

 

＋29.5 

合 計 
（＋0.8） 

＋2.2 

（+1.2） 

+2.7 

 

＋4.6 

 

+3.0 
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２ 普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額                                 
 

○ 普通交付税に臨時財政対策債発行可能額を加えた実質的な交付税の    
決定額は、前年度比▲4.0％（▲54 億 5,600 万円）の 1,321 億 6,800 万円とな
った。 

 
（単位 百万円、％）   

区 分 
令 和 

５年度 

令 和 

４年度 
増減額 伸 率 

<参考> 
全国市町村分 

伸率 

普通交付税 128,500 129,782 ▲1,281 ▲1.0 +2.3 

臨時財政対策債 3,667 7,842 ▲4,174 ▲53.2 ▲43.9 

合 計 132,168 137,624 ▲5,456 ▲4.0 ▲2.1 
 

※臨時財政対策債： 地方財源の不足に対処するため、令和５年度から令和７年度の間、地方

財政法第５条の特例として発行される地方債（平成１３年度から令和４

年度の間においても同様に発行）。なお、その元利償還金については、翌

年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 
 
 

３ 地方特例交付金                              
 

○ 前年度比▲5.0％（▲7,000 万円）の 13 億 3,300 万円となった。 
 

（単位 百万円、％）    

区 分 
令 和 

５年度 

令 和 

４年度 
増減額 伸 率 

 市 1,299 1,366 ▲67 ▲4.9 

町 33 37 ▲4 ▲10.2 

合 計 1,333 1,403 ▲70 ▲5.0 

 

※地方特例交付金： 

政策税制による地方税の減収や、特定の施策に伴う地方負担の増加等に

対し、国が補てんするもの。 
 
・個人住民税減収補てん特例交付金 

 所得税の住宅借入金等特別税額控除において、所得税で控除しきれな

かった額を翌年度の個人住民税から控除することにより生じる減収分

の補てん 
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普 通 交 付 税 の 概 要 
 
１ 普通交付税とは  
 

地方公共団体が標準的な一定水準の行政事務を遂行するために必要な経費（基準財政

需要額）のうち、地方税等の収入見込額（基準財政収入額）で賄えない財源不足額を、

国税の一定割合の額及び地方法人税の全額で各地方公共団体に対し公平に補填するもの。

一般財源であるため補助金等と異なり、その使途は制限されない。 
 
  ※ 地方交付税の総額及び種類                                                    
  【国税五税】                                  【地方交付税】 

  （交付税の対象となる国税及びその割合）      （地方交付税の種類及びその割合） 

所 得 税 … ３３．１％ 

法 人 税 … ３３．１％                   普通交付税  ９４％ 

酒 税 … ５０．０％ 

消 費 税 … １９．５％          特別交付税   ６％ 

地方法人税 … 全 額 

 
 
２ 各地方公共団体の普通交付税の算定方法  
 

普通交付税 ＝ 基準財政需要額 － 基準財政収入額 

        ＝ 財源不足額 

 

      基 準 財 政 需 要 額  

   普 通 交 付 税    基 準 財 政 収 入 額 

 ←  財源不足額  → 
 

 
注）基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合は、普通交付税が交付されない

「不交付団体」となる。 
 
 
 ※ 基準財政需要額 

各地方公共団体が標準的な一定の水準でその行政事務を行うこととした場合に必要

とされる経費のうち、一般財源で賄うべき財政需要を、各行政項目（例 消防費、都市

計画費、社会福祉費等）ごとに合理的な方法により積算した額。 
 
 ※ 基準財政収入額 

各地方公共団体の財政力を合理的に算定するために、標準的な状態において徴収が見

込まれる地方税収入等を一定の方法によって算定した収入見込額。 
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（単位　千円、％）

R5 R4 Ａ＋Ｂ

交付決定額 交付決定額 増減額 伸　率

Ａ Ｂ Ｃ  Ｄ ※［　］は増減額で、百万円単位

1 下 関 市 24,151,367 24,454,313 ▲302,946 ▲1.2 1,222,224 25,373,591 ▲4.4
需要：公債費の減[▲596]
収入：地方消費税交付金の増[＋553]

2 宇 部 市 8,935,200 8,685,857 249,343 2.9 358,373 9,293,573 ▲2.2
需要：高齢者保健福祉費の増[＋211]
需要：包括算定経費の増[＋129]
収入：地方消費税交付金の増[＋350]

3 山 口 市 15,309,091 14,999,664 309,427 2.1 412,054 15,721,145 ▲1.3
需要：高齢者保健福祉費の増[＋182]
需要：包括算定経費の増[＋148]
収入：地方消費税交付金の増[＋425]

4 萩 市 10,748,113 10,603,708 144,405 1.4 86,349 10,834,462 0.4
需要：高齢者保健福祉費の増[＋64]
需要：包括算定経費の増[＋44]
収入：地方消費税交付金の増[＋99]

5 防 府 市 4,847,301 5,062,503 ▲215,202 ▲4.3 265,301 5,112,602 ▲11.1
需要：包括算定経費の増[＋98]
収入：固定資産税（償却資産）の増[＋367]
収入：法人税割の増[＋266]

6 下 松 市 1,503,460 1,579,664 ▲76,204 ▲4.8 118,856 1,622,316 ▲13.9
需要：高齢者保健福祉費の増[＋59]
収入：法人税割の増[＋157]
収入：地方消費税交付金の増[＋122]

7 岩 国 市 14,432,279 13,859,468 572,811 4.1 298,329 14,730,608 1.5
需要：高齢者保健福祉費の増[＋173]
需要：包括算定経費の増[＋107]
収入：地方消費税交付金の増[＋278]

8 光 市 4,011,043 4,366,239 ▲355,196 ▲8.1 111,677 4,122,720 ▲11.2
需要：高齢者保健福祉費の増[＋67]
収入：法人税割の増[＋533]
収入：地方消費税交付金の増[＋105]

9 長 門 市 7,818,833 7,747,404 71,429 0.9 65,760 7,884,593 ▲0.1
需要：高齢者保健福祉費の増[＋38]
需要：包括算定経費の増[＋37]
収入：法人税割の減[▲51]

10 柳 井 市 4,415,673 4,200,648 215,025 5.1 75,763 4,491,436 2.9
需要：高齢者保健福祉費の増[＋56]
需要：包括算定経費の増[＋36]
収入：法人税割の減[▲34]

11 美 祢 市 5,240,856 5,263,377 ▲22,521 ▲0.4 53,937 5,294,793 ▲1.6
需要：公債費の減[▲30]
需要：生活保護費の減[▲16]
収入：地方消費税交付金の増[＋52]

12 周 南 市 6,086,503 6,797,400 ▲710,897 ▲10.5 313,128 6,399,631 ▲16.0
需要：高齢者保健福祉費の増[＋197]
収入：固定資産税（償却資産）の増[＋827]
収入：法人税割の増[＋585]

13 山陽小野田市 7,613,170 7,171,377 441,793 6.2 173,647 7,786,817 3.2
需要：その他の教育費の増[＋295]
需要：高齢者保健福祉費の増[＋77]
収入：地方消費税交付金の増[＋129]

115,112,889 114,791,622 321,267 0.3 3,555,398 118,668,287 ▲3.0

1 周防大島町 5,235,312 6,815,319 ▲1,580,007 ▲23.2 25,399 5,260,711 ▲23.6
需要：保健衛生費の減[▲28]
収入：所得割の増[＋1,552]
収入：地方消費税交付金の増[＋31]

2 和 木 町 653,457 844,316 ▲190,859 ▲22.6 20,474 673,931 ▲25.8
需要：公債費の減[▲42]
収入：法人税割の増[＋214]
収入：地方消費税交付金の増[＋13]

3 上 関 町 1,692,417 1,656,754 35,663 2.2 6,943 1,699,360 1.7
需要：高齢者保健福祉費の増[＋11]
需要：包括算定経費の増[＋11]
収入：地方消費税交付金の増[＋5]

4 田 布 施 町 2,093,070 1,959,398 133,672 6.8 29,202 2,122,272 5.2
需要：高齢者保健福祉費の増[＋24]
需要：包括算定経費の増[＋27]
収入：所得割の減[▲35]

5 平 生 町 1,968,942 1,952,271 16,671 0.9 21,743 1,990,685 ▲0.5
需要：包括算定経費の増[＋25]
需要：高齢者保健福祉費の増[＋8]
収入：地方消費税交付金の増[＋25]

6 阿 武 町 1,744,392 1,762,248 ▲17,856 ▲1.0 8,195 1,752,587 ▲1.6
需要：包括算定経費の増[＋13]
需要：社会福祉費の減[▲20]
収入：地方消費税交付金の増[＋6]

13,387,590 14,990,306 ▲1,602,716 ▲10.7 111,956 13,499,546 ▲11.6

128,500,479 129,781,928 ▲1,281,449 ▲1.0 3,667,354 132,167,833 ▲4.0県 計

町 計

市 計

令和５年度普通交付税等決定額

臨 時 財 政
対 策 債
発行可能額

普　通　交　付　税　
Ｃ の
伸 率市　町　名

主な増減理由
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（単位　千円、％）

R5 R4

交付決定額 交付決定額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

1 下 関 市 232,666       245,638       ▲ 12,972 ▲ 5.3

2 宇 部 市 144,821       148,256       ▲ 3,435 ▲ 2.3

3 山 口 市 209,887       219,590       ▲ 9,703 ▲ 4.4

4 萩 市 28,037        26,703        1,334 5.0

5 防 府 市 159,613       168,524       ▲ 8,911 ▲ 5.3

6 下 松 市 83,002        92,043        ▲ 9,041 ▲ 9.8

7 岩 国 市 134,125       137,553       ▲ 3,428 ▲ 2.5

8 光 市 50,936        55,786        ▲ 4,850 ▲ 8.7

9 長 門 市 20,972        19,873        1,099 5.5

10 柳 井 市 25,086        25,269        ▲ 183 ▲ 0.7

11 美 祢 市 8,743         8,865         ▲ 122 ▲ 1.4

12 周 南 市 142,990       156,219       ▲ 13,229 ▲ 8.5

13 山陽小野田市 58,361        61,523        ▲ 3,162 ▲ 5.1

1,299,239     1,365,842     ▲ 66,603 ▲ 4.9

1 周 防 大 島 町 3,754         3,679         75 2.0

2 和 木 町 7,757         8,238         ▲ 481 ▲ 5.8

3 上 関 町 134           20            114 570.0

4 田 布 施 町 11,965        13,705        ▲ 1,740 ▲ 12.7

5 平 生 町 8,477         10,010        ▲ 1,533 ▲ 15.3

6 阿 武 町 1,392         1,644         ▲ 252 ▲ 15.3

33,479        37,296        ▲ 3,817 ▲ 10.2

1,332,718     1,403,138     ▲ 70,420 ▲ 5.0

市 町 名

令和５年度地方特例交付金決定額

市 計

町 計

県 計

増減額

対前年度

伸 率
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